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北海道立札幌高等技術専門学院 

委託訓練の実施に係る企画提案書作成のための指示書 

        

１ 委託業務名 

 委託訓練実施業務 

 

２ 業務内容 

 (1) 基本事項 

  ア 業務の概要 

    公共職業安定所に求職申込みを行い、公共職業安定所長の受講指示、受講推薦又は支援

指示を受けた者を対象として、就職に必要な技能・知識を習得するために実施する公共職

業訓練（以下「委託訓練」という。）について、民間教育訓練機関等から企画提案を募集

し、実施を委託する。 

  イ 対象業務 

    北海道立札幌高等技術専門学院（以下「学院」という。）が実施する委託訓練及び当該

委託訓練に係る就職支援、就職状況の把握、能力評価の実施並びにこれに伴う以下の業務

（以下これらを総称して「委託業務」という。）を、民間教育訓練機関等（以下「受託者」

という。）に委託して実施する。 

   (ｱ) 必要に応じた受講者（以下「訓練生」という。）の募集及び選考業務等 

   (ｲ) 訓練受講者（以下「訓練生」）という。）の入学式及び修了式業務 

   (ｳ) 訓練実施計画表（週間、月間訓練計画及び実施表を含む）の作成 

   (ｴ) 指導員名簿の作成 

   (ｵ) 訓練生の出欠席の管理及び指導 

   (ｶ) 訓練の指導要録の作成 

   (ｷ) 通所届及び受講証明書など雇用保険制度に係る事務処理 

   (ｸ) 求職者支援制度に係る事務処理及び受講証明 

   (ｹ) 訓練生の欠席届等に係る各種証明書等の添付の確認及び提出指導 

   (ｺ) 訓練生の住所、氏名、金融機関等の変更に係る事務処理 

   (ｻ) 訓練生の中途退学に係る事務処理(退学後の対応を含む。） 

   (ｼ) 受講証明書、欠席・遅刻・早退届・添付証明書等の提出 

   (ｽ) 災害発生時の連絡 

   (ｾ) 訓練実施状況の把握及び報告 

   (ｿ) 就職状況の把握及び報告 

   (ﾀ) 訓練生の能力習得状況の把握及び報告 

   (ﾁ) ジョブカードの交付（緊急再就職訓練の知識等習得コース） 

   (ﾂ) ジョブカード職業能力証明シート（様式３－３－２－２）における評価項目の作成

（緊急再就職委託訓練の知識等習得コースの場合） 

   (ﾃ) ジョブカード作成支援実績報告書・ジョブカード作成支援実績一覧表の提出（緊急

再就職委託訓練の知識等習得コースのうち訓練期間が１月を越えるコース及び委託訓

練の場合） 

   (ﾄ) 業務処理責任者の選任、就職支援責任者の選任 

   (ﾅ) その他学院が必要と認める事項 

  ウ 業務の目標 

    受託者は、実施する全ての職業訓練コースにおいて、訓練生全員が訓練修了後３か月以

内に就職できるよう努めるものとする。 

  エ 委託費 

   (ｱ) 委託業務に要する経費については、委託費として受託者へ支払うものとする。 
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    ａ 委託訓練の実施に係る経費（以下「訓練実施経費」という。）支払い基準（障害

者委託訓練を除く。） 

     訓練実施経費は、次により実績を算定するものとする。 

訓練の開始日又はそれに応当する日を起算日とし、翌月の応当する日の前日まで

（中途退校者が発生した月について中退日まで）の区切られた１月の期間（以下「算

定基礎月」という。）毎において訓練設定時間の 80 パーセントに相当する時間の訓

練を受講した場合、当該期間を支払対象月とし、委託費を支払うものとする。ただ

し、全訓練期間（訓練受講者が中途退校した場合は退校までの期間）における訓練

設定時間の 80 パーセントに相当する時間の訓練を受講した者に対しては、全訓練期

間について支払対象月とし、委託費を支払うものとする。 

なお、「全訓練期間」は、概算払を行う場合は「概算払を行う期間」、概算払を

行った残りの期間の算定は「概算払を行った期間を除く全訓練期間」と読み替える

ものとする。 

    ｂ 訓練実施経費の支払額（障害者委託訓練を除く。） 

     支払対象月に１人当たりの月額単価を乗じた額を支払うものとする。 

なお、訓練の開始日又はそれに応答する日を起算日とし、訓練生が中途退校した

場合、又は委託契約を解除した場合等、あらかじめ定められた訓練終了日より訓練

が早期に終了した場合は、委託費の額は１か月毎に算定し、当該支払対象月につい

て、次により算定する。 

     (a) 訓練が行われた日（以下「訓練実施日数」という。）が１６日以上又は訓練

が行われた時間（以下「訓練実施時間」という。）が９６時間以上である時は

月額単価とする。 

     (b) 訓練実施日数が１６日以上又は訓練実施時間が９６時間以上のいずれにも該

当しない場合は、訓練をすべき日数（※）を分母とし、訓練実施日数を分子に

して得た率に、月額単価を乗じて得た額を当該月の支払額とする。（１円未満

の端数は切り捨てる。） 

※「訓練をすべき日数」とは、次を除く日数をいう。 

 ・土曜日、日曜日、国民の祝日（振替休日を含む） 

 ・定期的な休校日（週１日程度、月５日まで） 

 ・お盆等に係る夏季の休校日（８月１２日から１６日までの間の３日間）  

 ・年末年始に係る休校日（１２月２９日から１月３日まで） 

 ・創立記念日に係る休校日等 

    ｃ 障害者委託訓練 

     (a) 中途退校までに実施した訓練時間数が、総訓練時間数に対して８割以上であ

る場合は、減額は行わない。 

     (b) 中途退校までに実施した訓練時間数が、総訓練時間数に対して８割に満たな

い場合は、１人当たりの委託契約額を総訓練日数（計画日数）で除して委託日

額（１円未満切り捨て）を算定し、訓練開始日から中途退校日までに訓練を行

った日数を乗じることによって算出された額により委託料を支払うものとす

る。 

   (ｲ) 委託費の内訳 

    具体的には、訓練実施経費、就職支援事業の実施に係る経費（以下「就職支援経費」

という。）を次のとおり支払うものとする。 

    ａ 訓練実施経費は、訓練生１人１月当たりの単価を決定し支払うものとする。 

当該経費は、個々の経費の積み上げであって、委託訓練の実施に当たって直接的

に必要となる経費のほか、上記イに掲げる業務に要する経費を含むものとする。 

     (a) 緊急再就職訓練（知識等習得コース） 

５３，０００円（１人１月単価限度額、外税） 
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     (b) 障害者委託訓練 

６４，０００円（１人１月単価限度額、外税） 

実践能力習得訓練コースにおいて、受託者が中小企業等の場合は、 

９６，０００円（１人１月単価限度額、外税） 

    ｂ 訓練実施経費の月額単価（障害者委託訓練を除く。） 

     １月当たりの訓練設定時間が１００時間に満たない月（夏季、年末年始の休校日

等により訓練をすべき日数の訓練時間が１００時間に満たない場合を除く。）は、

１００時間を分母とし訓練設定時間を分子にして得た率を、上記ａ(a)の額に乗じて

得た額を当該月の委託費の額（１円未満の端数は切り捨てる。）とする。 

    ｃ 障害者委託訓練（知識・技能習得訓練コース）において、「職業能力講座」を実

施する場合は、訓練生１人当たり８，０００円（日額２，０００円、外税）を限度

額として支払うものとする。また、就職支援経費として、対象就職者１人当たり当

該訓練に要した月数に２０,０００円（外税）を乗じた額を限度額として支払うもの

とする。（※国からの正式通知前のため、変更となる可能性があります。）対象就

職者は、以下のいずれにも該当する者とする。 

     (a) 訓練修了日又は就職のための中退の日の翌日から起算して９０日以内（以下

「対象期間内」という。）に雇用保険の一般被保険者として内定を受けた者若

しくは雇用された者又は雇用保険適用事業主となったものであること。 

     (b) 一般労働者派遣事業（登録型派遣事業）により派遣される場合は、対象期間

内に派遣先で就業した者であること。 

     (c) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年

法律第１２３号）における障害福祉サービス（就労継続支援事業Ａ型等）によ

り雇用される者でないこと。 

    ｄ 緊急再就職訓練（知識等習得コース）のうち、生活援助従事者研修、介護職員初

任者研修、居宅介護職員初任者研修、介護福祉士実務者研修のいずれかを組み込ん

だ２ヶ月以上の訓練で訓練生の就業希望に沿った複数(２ヶ所以上)の職場体験・見

学等を実施した場合は、訓練委託費の上乗せ(１人当たり１万円)を行うものとする。 

     (a) 職場見学等の要件としては、職場実習、職場見学、職場体験（以下「職場見

学等」という。）のいずれかを実施すること（職業人講話のみは不可）。 

     (b) 訓練生の就業先の希望（特別養護老人ホーム、グループホーム、デイサービ

ス、ショートステイ、訪問介護、障害福祉施設など）が多様であることを踏ま

え、複数（２か所以上）の職場見学等を行うこと。 

     (c) 職場見学等の実施時間としては６時間以上とすること。 

     (d) 職場見学等は、原則として現場での実施を基本とするが、職場見学はオンラ

インでの実施も可とする。 

     (e) 職場見学等を実施する訓練実施機関は、カリキュラムにその時間を設定する

とともに、公募への応募時に「職場見学等実施計画書」を提出し、訓練終了後、

「職場見学等実施報告書」を提出すること。 

     (f) 入校生の８割以上が２ヶ所以上の施設において職場見学等を実施した場合に

上乗せの対象とする。ただし、修了者のうち、やむを得ない理由により２ヶ所

以上の施設で職場見学等を実施できなかった者を算定から除く。 

    ｅ 就職支援経費の額は、就職支援経費就職率に応じ、以下に定めるところによるも

のとする。（障害者委託訓練を除く。） 

     就職支援経費就職率を算定するための対象就職者とは、訓練修了後３か月以内（こ

の場合の「訓練修了後３か月以内」とは、「訓練修了日の翌日から起算して３か月

以内（３か月経過する日）」とする。以下同じ。）に就職（就職のための中退者を

含む。）又は内定した者のうち、一週間の所定労働時間が２０時間以上であり、且
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つ「雇用期間の定めなし」又は「４か月以上」（この場合の４か月以上とは、雇い

入れの日から起算して１２０日以上とする。） 及び自営を開始した者。ただし、

訓練修了後３か月以内に、４か月未満の雇用期間により就職又は内定したものであ

って、その後、訓練修了後３か月以内に、「雇用期間の定めなし」又は「４か月以

上」の就職又は内定した者（いずれも週の所定労働時間が２０時間以上である者）

については、「対象就職者」として取り扱うものとする。 

     
就職支援経費就職率(%)＝ 

対象就職者 
×100 

     訓練修了者＋対象就職者のうち中退者 

     （単価） 

・就職支援経費就職率８０％以上の場合 

訓練生１人１月当たり、２０，０００円（外税） 

・就職支援経費就職率６０％以上８０％未満の場合 

訓練生１人１月当たり、１０，０００円（外税） 

・就職支援経費就職率６０％未満の場合 

支給しない 

     また、対象月のうち、支払対象月に該当しない月がある者については、当該月を

対象月数から除く。 

なお、１月当たりの訓練時間が１００時間未満のものにあっては、上記の単価を

訓練時間の割合で按分する。 

    ｆ 障害者委託訓練における就職支援経費の額は、就職支援経費就職率に応じ、以下

に定めるところによるものとする。 

     (a) 中途退校についての算定は、職業能力講座費及び集合訓練費を準用し、当該

就職支援経費の対象となる就職者（以下「対象就職者」という。)は、以下のい

ずれにも該当する者とする。 

      ① 訓練修了日又は就職のための中退の日の翌日から起算して３か月以内

（以下「対象期間内」という。）に雇用保険の被保険者（日雇労働被保険

者は除く）として内定を受けた者若しくは雇用された者又は雇用保険適用

事業主となった者であること。 

      ② 労働者派遣事業（有期雇用派遣）により派遣される場合は、対象期間内

に派遣先で就業（就業予定は除く）した者であること。 

      ③ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17

年法律第 123 号）における障害福祉サービス（就労継続支援事業Ａ型等）

により雇用される者でないこと。 

     (b) 対象就職者の取扱い 

      ① 対象期間内に、１週間の所定労働時間が 20 時間未満であるなど対象就

職者に該当しない労働条件で就職したものの、同期間内に労働条件の変更

が行われるなどした場合には、対象就職者に該当すること。 

      ② (a)①の「内定」とは、別紙で定める就職状況報告書により就職予定日

が確認できる場合に限ること。 

   (ｳ) 訓練実施経費は、原則として訓練修了後、請求書を受理した日から３０日以内に支

払うものとする。 

なお、就職支援経費は、就職支援経費就職率が確定した時点で請求により支払うも

のとする。 

   (ｴ) 委託費算定の基準において例外となる欠席の取扱いについて、訓練生が以下に定め

るａからｃの理由により訓練を欠席した場合は、その期間については、委託費支払い

の出席要件８０％以上の算定に当たって、算定対象としないものとする（訓練受講時

間から除くものとする）。 

    ａ インフルエンザ等の感染症（学校保健安全法施行規則（昭和３３年文部省令第１
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８号）第１８条に規定する感染症をいう。以下同じ。）に感染し、他の訓練生の健

康に被害を与え得る訓練生が、学院長の指示により出席停止となった場合、又は自

宅待機が必要であったと学院長が認める場合。 

    ｂ 大規模災害の発生等により、当該地域一帯が災害等の影響によって交通機関の運

行が終日ストップする、局地的な災害ではあるが交通が遮断されるなど回復するた

めに１日以上の時間が必要となるなど、当該実施日において訓練実施施設において

訓練実施施設に通所することが困難な場合（ただし、人身事故や交通事故で一時的

に交通機関の運行がストップする場合など一時的な事象は含まない。）。 

    ｃ 法律による裁判への参加や出廷（裁判員又は補充裁判員、刑事又は民事訴訟手続

きにおける証人等）並びに裁判員候補者として裁判員等選任手続きの期日における

裁判所への出頭が必要な場合。 

     なお、上記ａの場合において、感染したことの確認は、医師又は担当医療関係者

の証明書等の証明書類（薬剤情報提供書（医療機関又は調剤薬局の処方箋等）、診

療明細書や領収証を含む。）を提出させることにより行うものとする。 

    また、親族（民法第７２５条に規定する親族、すなわち６親等以内の血族、配偶者

及び３親等以内の姻族をいう。以下同じ。）又は訓練生本人の同居人（上記親族以外

の者を指す。以下「同居人」という。）がインフルエンザ等の感染症に感染し、医師

又は担当医療関係者が、訓練生本人を含む親族又は同居人の自宅待機が必要と判断し

た場合についても、同様の取扱いとする。 

    さらに、上記ｂからｃの場合において、欠席理由の確認は、官公署例えば市町村長、

鉄道の駅長、面接事業主等、その他安定所が適当と認める証明書、被災者証明書、呼

出状、案内状等を提出させることにより行うものとする。 

   (ｵ) 補講等の取扱い 

    受講料は無料としており、補講等を実施する場合の費用についても、訓練生の負担

とはしないものとする。また、当該補講等を実施したことにより、欠席した時間と同

程度の受講が認められる場合、訓練設定時間数を上限とし、受講時間として算出して

差し支えないものとする。ただし、訓練終了（予定）日の翌日以降に実施する補講等

は、費用を徴収しない場合でも、委託費の算出対象となる訓練時間には含まないもの

とする。 

また、普通課程の普通職業訓練である資格取得コース及び短期課程の普通職業訓練

のうち資格取得に係る法定講習であって、無料補講等の実施が困難な訓練コースは、

資格取得のために必要な補講等を実施する場合、その費用を訓練生の負担とすること

ができ、当該補講等を実施した時間については、以下のとおりとする。 

なお、補講等に係る費用を訓練生が負担する必要がある場合、訓練コースの募集時

に予め受講希望者に対し、費用負担額を周知すること。 

    ａ 補講等に係る費用を訓練生から徴収する場合 

     補講等分の時間は訓練受講時間の算定に含めないこととする。 

    ｂ 補講等に係る費用を訓練生から徴収しない場合 

     補講等を実施したことにより、欠席した時間と同程度の受講が認められる場合、

予め定めた訓練設定時間数を上限とし、訓練受講時間として算出することとする。 

  オ 訓練受講料等 

   訓練生から受講料を徴収してはならない。ただし、訓練生の所有となる教科書、教材等

に要する経費については、訓練生本人の負担とする。 

  カ 訓練の実施場所 

   (ｱ) 訓練の実施場所は、別紙「令和８年度委託訓練一覧表（１月）」に掲載する地域と

する。（※市内等、実施する地域を記載。） 

   (ｲ) 実施場所は、訓練期間中は同一の場所とする。 

  キ 契約候補者の決定方法 
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    学院は、企画提案書審査委員会において、企画提案書等について審査を行い、最良の企

画提案書を提出した者を指名選考委員会で審議し、契約候補者を決定する。 

 (2) 訓練の内容設定・実施に関する条件 

  ア 受講対象者 

    受講対象者は、公共職業安定所に求職申込みをした者であって、公共職業安定所長の受

講指示、受講推薦又は支援指示を受けた者であること。 

  イ 訓練生の募集 

    訓練生の募集は、学院若しくは受託者が公共職業安定所の協力を得て行う。 

  ウ 訓練内容の設定 

   (ｱ) 「令和８年度委託訓練一覧表（１月）」に記載の訓練内容を満たすこと。 

   (ｲ) 「令和８年度委託訓練一覧表（１月）」に記載の資格の取得を目標とすること。 

   (ｳ) 訓練生の就職促進に資する訓練内容であること。 

   (ｴ) 当該訓練コースの受講により訓練生全員が就職できるようになることが見込まれる

訓練内容であること。 

   (ｵ) 職業能力開発促進法施行規則(昭和４４年１０月１日号外労働省令第２４号)第９条

に規定する短期課程の普通職業訓練（通信の方法によって行う訓練は除く。）として

訓練生に対し必要な知識・技能等の職業能力を付与するものであること。 

   (ｶ) １訓練コースの訓練は、訓練実施効果を考慮し、１月当たり１００時間以上とする

こと（障害者委託訓練（知識・技能習得訓練コース）については８０時間以上。）。

ただし、入学式及び修了式は訓練時間から除くこと。また、12 月 29 日から１月３日を

年末年始に係る休校日として計画すること。 

なお、訓練時間については、４５分以上６０分未満（休憩時間を除く。）を１時間

として算定して差し支えないこと。 

   (ｷ) 訓練内容は、職業能力開発促進法施行規則第１１条の規定に基づく適切なものであ

って、次のいずれにも該当しないものであること。 

    ａ 直接、職業能力の開発・向上に関連しないものや、一定の関連性があっても、一

般的に趣味・教養・生活等との関連性が強いもの、職業能力のごく一部を開発・向

上するに過ぎないもの、通常の就職に当たって特別の訓練を要しないもの。 

    ｂ 概ね高等学校普通科の教育までで習得できる基礎的、入門的水準のもの。 

    ｃ 通常の雇用・就業形態を勘案した場合、その職業能力を習得したとしても安定し

た雇用に結びつくことが期待し難いもの。 

    ｄ 業務独占又は業務独占的資格の存する職業に係るものであって、当該資格取得に

資するために１年以上の訓練内容が必要なもの。 

    ｅ 資格取得を目的としたもののうち、当該資格の社会的認知度が総じて低いもの、

合格者数が相当程度少なく、かつ、総量規制がなされているもの、もっぱら公務員

としての就職の要件となっているもの。 

    ｆ 医療行為及び医療類似行為に係る能力習得を目的とし、訓練実施上、身体への接

触が不可避なもの。 

    ｇ その他、訓練内容の設定や実施に関する条件を満たしていないもの。 

    ｈ 船員職業安定法第６条第１項に規定する船員の養成に関するもの。 

   (ｸ) 訓練設定時間の中で『就職に必要なデジタルリテラシーの実践による習得』ができ

るものを次のことに留意し設定すること。 

    ａ 訓練設定時間の中で設定すること。 

    ｂ デジタルリテラシーを含むカリキュラムのみで単独の科目を設定することを求め

るものではないこと。 

    ｃ 必ずしもパソコン等のデジタル機器の操作を求めるものではないこと。 

    ｄ 別紙チェックシートに記載のカリキュラムの例はあくまでも例示であり、別紙の

ＤＸリテラシー標準の項目に沿うものであれば、例に載っていないものでもかまわ
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ないこと。 

   (ｹ) 指導員は、学科・実技に関わらず、訓練生３０人に１人以上の配置を標準とするこ

と。 

   (ｺ) 指導員は、職業訓練指導員免許を有する者又は職業能力開発促進法（昭和４４年７

月１８日法律第６４号）第３０条の２第２項の規定に該当する者であり、委託訓練の

適切な指導が可能であると認められる者（担当する科目の訓練内容に関する実務経験

を５年以上有する者、学歴又は資格によって担当する科目の訓練内容に関する指導能

力を明らかに有すると判断される者等を含む。）であること。 

特に、情報通信関連コースについては、当該コースの専門的な指導経験、ＩＴ機器

導入の支援の業務等、日常的にＩＴ機器の利用法等について、ユーザーに説明する業

務に従事した経験等が１年以上であるなど指導員として相応しい者であること。 

また、企業実習においては、上記に定める者のほか、訓練内容について熟知してお

り、かつ、適切に指導できる者についても指導員となれること。 

   (ｻ) 訓練内容が、教育訓練の目標、仕上がり像と整合性を有するものであること。 

   (ｼ) 訓練の目標、仕上がり像及びカリキュラム内容が真に就業に資するための技能・技

術の習得であること。 

  エ 定員 

   「令和８年度委託訓練一覧表（１月）」による。 

  オ 募集期間 

   「令和８年度委託訓練一覧表（１月）」による。 

  カ 訓練期間 

   「令和８年度委託訓練一覧表（１月）」による。 

  キ 訓練実施に当たっての留意事項 

   (ｱ) 訓練生の応募状況等に応じた措置 

訓練生の数は、定員にかかわらず、応募状況等により増減する場合があること。 

また、応募者が定員の１／２を下回る場合は、原則、訓練の実施を中止とすること

（障害者委託訓練を除く）。募集期間の延長はしないため、募集要項を早めに作成し、

準備でき次第、募集開始をすること。 

   (ｲ) 訓練生への対応 

受託者は、訓練期間中及び訓練終了後から下記ケ(ｲ)に記載する報告期限までの間に

あっては、訓練生からの苦情、各種手続き、その他の問い合わせ等に対応するための

体制を整備すること。 

また、業務処理責任者及び事務担当者の緊急連絡先を訓練生に明示すること。 

   (ｳ) 求職者支援制度の実施に伴う措置等 

    ａ 給付手続き等のための指定来所日への配慮について 

     求職者支援制度の対象者である訓練生は、月ごとの指定来所日に安定所に来所す

る必要がある。このため、安定所が指定来所日の日時を指定するに当たっては、対

象者が受講する訓練コースのカリキュラムに配慮し、できる限り受講の継続や訓練

の修了に影響が小さい日を選定することにしているが、それでもなお、指定来所日

当日においては、訓練生が訓練を欠席又は遅刻・早退等せざるを得ない可能性があ

る。 

訓練生が欠席又は遅刻・早退等により訓練受講できない訓練内容については、補

講等により、可能な限り対応を行うこと。 

    ｂ 職業訓練受講給付金支給申請書への受講証明について 

     求職者支援制度の対象者である訓練生は、指定来所日に安定所に来所し、職業相

談を受けるとともに給付金の支給申請を行う必要があり、支給申請の際には、当該

訓練生から安定所に「職業訓練受講給付金支給申請書」を提出することが必要であ

り、受託者において、あらかじめ受講証明を行うこと。 
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  ク 就職支援 

   (ｱ) 受託者は、実施する就職支援の内容について訓練生に対し明確にし、訓練期間中及

び訓練終了後を通じて訓練生全員を就職させるための就職支援策を実施すること。 

なお、受託者は、就職支援の実施に当たって、学院が公共職業安定所等から収集し

た求人情報その他企業等における求人ニーズに関する情報の活用を図るなど、安定所

と連携を図りながら訓練期間中及び訓練終了後を通じて訓練生を就職させるため就職

支援策を実施すること。 

   (ｲ) 就職支援責任者の設置 

受託者は、委託訓練実施施設（以下「実施施設」という。）に就職支援責任者を設

置し、訓練生に対して次の就職支援を行うものとする。 

    ａ 過去の訓練生に対する就職実績等を踏まえ、訓練生に対する就職支援を企画、立

案すること。 

    ｂ 訓練生に対するキャリアコンサルティング、ジョブカードの作成の支援及び交付

等の就職支援が適切に実施されるよう管理すること。 

    ｃ 就職支援に関し、学院、安定所等の関係機関及び訓練修了者の就職先候補となる

事業主、事業主団体等と連携し、求人情報を確保又は提供し、訓練修了者に情報提

供を行うこと。 

    ｄ 訓練修了者及び就職を理由として中途退学した者の就職状況を把握、管理すると

ともに、安定所に情報提供すること。 

また、就職支援責任者は、キャリアコンサルタント（能開法第３０条の３に規定

するキャリアコンサルタント。以下同じ。）、キャリアコンサルタント技能士（１

級または２級）又は能開法第２８条第１項に規定する職業訓練指導員免許を保有す

る者（以下「キャリアコンサルタント等」という。）であることが望ましいこと。 

さらに、訓練日数の５０％以上訓練実施施設に在籍し当該科目の業務に専念する

こと。 

   (ｳ) ジョブカードを活用したキャリアコンサルティング及び職業能力証明の実施 

緊急再就職委託訓練について、受託者はジョブカードを活用したキャリアコンサル

ティング及び職業能力証明を実施するものとする。 

ジョブカードを活用したキャリアコンサルティングに係る取扱いについては、次の

とおりとする。 

    ａ 概要 

     委託先機関にキャリアコンサルタント等を配置（障害者委託訓練を除く）し、当

該キャリアコンサルタント等が「キャリアプランシート(様式１）、「職務経歴シー

ト（様式２）」、「職業能力証明（免許・資格）シート（様式３－１）」、「職業

能力証明（学習歴・訓練歴）シート（様式３－２）」及び「職業能力証明シート(様

式３－３）」を活用したキャリアコンサルティングを実施し、ジョブカードの作成

支援及び交付を行うこと。また、訓練が開始されて間もない等職業能力証明を行う

段階にない時期に、ジョブカードを活用したキャリアコンサルティングを実施する

場合には、「キャリアプランシート(様式１）」及び「職務経歴シート（様式２）」

を活用すること。 

なお、委託先機関の選定時において、キャリアコンサルタント等の配置が完了し

ている者又は当該配置が訓練の開始前までに確実に見込める者とする。 

    ｂ ジョブカードの作成支援及び交付 

     ジョブカードの作成支援及び交付とは、次の(a)又は(b)の場合をいう。 

     (a) 次の①、②のいずれも実施した後、訓練実施施設の長の氏名の記入及び押印

を行った上で、当該職業能力証明シートを訓練生に手交した場合。 

      ① 訓練生が記載した「キャリアプランシート(様式１）」及び「職務経歴

シート(様式２）」を踏まえ、キャリアコンサルタント等がキャリアコン
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サルティングを実施し、「職業能力証明シート（様式３－３）」の「総評

・コメント欄」を記載する。 

      ② 訓練期間中に実施される試験等に基づき、「職業能力証明シート（様式

３－３）」に評価結果を記載する。 

     (b) 訓練期間中に、訓練生が記載した「キャリアプランシート(様式１)」、「職

務経歴シート(様式２）」及び「職業能力証明（学習歴・訓練歴）シート(様式

３－３）」を踏まえ、受講者に対するキャリア形成促進のための助言等の内容

を「キャリアプランシート(様式１）」の「キャリアコンサルタント記入欄」に

記載し、訓練生に手交した場合。 

    ｃ ジョブカードを活用したキャリアコンサルティングの実施時期等について 

     委託先機関は、訓練期間中にキャリアコンサルティングを３回以上行うことが望

ましいが、実施に当たっては、訓練生の意向等を踏まえつつ、効果的な就職支援と

なるよう適切な時期を選ぶこと。 

また、評価職業能力証明シート（訓練成果・実務成果）のキャリアコンサルタン

ト記入欄には、キャリアコンサルティングの結果を客観的に記載するだけでなく、

訓練生の長所、意欲、取組姿勢等を記載するなど、効果的な就職活動に資するもの

とすること。 

    ｄ 能力評価 

     能力評価の実施に当たっては、「職業能力証明シート（様式３－３）」を活用す

る。「職業能力証明シート（様式３－３）」の作業手順については、独立行政法人

高齢・障害・求職者雇用支援機構が作成した「求職者支援制度における評価シート

作成マニュアル」を準用することとする。 

なお、緊急再就職委託訓練において実施する、職場を活用した実習(いわゆる職場

実習）については、事業主等による能力評価は不要である。 

  ケ 訓練実施状況等の報告等 

   (ｱ) 受託者は、契約書に基づく訓練実施状況に係る報告を行うとともに、学院が行う調

査（訓練生の出席状況、実施した訓練内容、就職支援の内容等）に応じること。 

   (ｲ) 就職状況に係る報告等 

    受託者は、就職支援経費に係る就職状況調査の報告方法等について契約書に基づき

報告すること。 

   (ｳ) 訓練実施に伴う各業務の報告及び提出を行うこと。 

    ａ 訓練生の出欠席の管理及び指導状況 

    ｂ 訓練の指導要録の作成及び記載 

    ｃ 通所届及び受講証明書など雇用保険制度に係る事務処理 

    ｄ 求職者支援制度に係る事務処理及び受講証明 

    ｅ 訓練生の欠席届等に係る各種証明書等の添付の確認及び提出指導 

    ｆ 訓練生の住所、氏名、金融機関等の変更に係る事務処理 

    ｇ 訓練生の中途退学に係る事務処理(退学後の対応を含む。） 

    ｈ 受講証明書、欠席・遅刻・早退届・添付証明書等の提出 

    ｉ 災害発生時の連絡 

    ｊ 訓練実施状況の把握及び報告 

    ｋ 訓練生の能力習得状況の把握及び報告 

    ｌ ジョブカード職業能力証明シート（様式３－３－２－２）における評価項目の作

成（緊急再就職委託訓練及び就職支援委託訓練の場合） 

    ｍ ジョブカード作成支援実績報告書・ジョブカード作成支援実績一覧表の提出（緊

急再就職委託訓練の場合） 

   (ｴ) 職場見学等実施報告書（介護分野・障害福祉分野の知識等習得コース訓練の場合） 

   (ｵ) 資格取得状況報告書（ＤＸ推進スキル標準対応コース及びデジタル資格コースの場
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合） 

  コ 安全衛生 

    受託者は、訓練を実施するに当たり、職業訓練実施中又は通学途上の事故の防止等、訓

練生の安全衛生については十分配慮すること。なお、災害が発生したときは、迅速に対応

するとともに、速やかに学院担当者に連絡すること。 

  サ 個人情報の管理 

   (ｱ) 訓練生の状況、就職状況調査の内容は、訓練生の個人情報であるため、「個人情報

の保護に関する法律」（平成１５年５月３０日号外法律第５７号）に基づき、個人情

報を適切に管理すること。 

   (ｲ) 委託業務の実施に当たって知り得た訓練生に関する個人情報については第三者に漏

らしてはならないこと。 

   (ｳ) その他個人情報の管理については、個人情報取扱注意事項（委託契約書の別紙）に

よること。 

  シ 修了要件 

   (ｱ) 訓練生が訓練設定時間を受講し、訓練終了時に訓練生の保有する技能及びこれに関

する知識の程度が修了に値すると認められる場合に修了させること。 

   (ｲ) 所定の訓練以外に補講等を実施し、その結果、修了に値すると認められた場合にも、

訓練を修了させることができること。 

   (ｳ) 訓練生が疾病その他やむを得ない事由により所定の訓練の一部を受けていない

場合については、当該訓練生の訓練受講時間が、教科編成においてあらかじめ定めら

れた学科及び実技の訓練設定時間のそれぞれ８０％に相当する時間以上でかつ当該訓

練生の保有する技能及びこれに関する知識の程度が修了に値すると認められる場合、

訓練を修了させることができること。 

  

３ 委託期間 

 「令和８年度委託訓練一覧表（１月）」による。 

  

４ 企画提案書の提出 

 (1) 企画提案書は、以下の書類で構成し、６部（原本１部、写し５部（Ａ４版））提出すること。 

なお、様式は別途添付したものを使用すること。 

  ア 委託訓練実施業務企画提案書（様式１号） 

  イ 誓約書（様式２号－１）、誓約書（様式２号－２）、誓約書（様式２号－３） 

  ウ 委託訓練コース要素別点検表（様式３号－１） 

  エ 実施施設の概要（様式４号） 

  オ 委託訓練実施計画書（様式５号－１）、訓練計画（様式５号－２）、デジタルリテラシ

ーを含むカリキュラムチェックシート（様式５号－３）及び訓練内容の該当箇所がわかる

資料等（様式５号－２訓練計画に明記等） 

  カ 時間割（様式６号） 

  キ 指導員（予定）名簿（様式７号） 

※道では職業訓練指導員及び技能士を優遇するので、指導員の資格について留意のこと。 

  ク 使用教材一覧（様式８号） 

  ケ 各種就職支援の実施状況（様式９号） 

  コ 企画提案書の要旨(訓練の特徴、就職促進の取組み）（様式 10 号）（Ａ４用紙１枚にま

とめる、文字サイズ、行数等の書式は調整してよい。） 

 (2) 以下の書類は、企画提案書原本１部毎に必ず１部添付すること（写し不要） 

  ア 企画提案書提出書類一覧（様式 11 号） 

  イ 訓練実施施設に関する不動産登記簿謄本又は賃貸借契約書等（写し）又はそれに類する

もの。 
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  ウ 実施施設紹介パンフレット等 

  エ 施設内平面図・配置図（写真との関連を明確にすること。） 

  オ 写真（建物外観、教室、就職相談室、事務所）（図面との関連を明確にすること。） 

  カ 予定する指導員の雇用保険受給者証（写）、辞令書、委嘱状、承諾書のいずれか。 

  キ 予定する指導員の資格、免許証（写）等、科目を担当する能力を証明する書類。 

 (3) 以下の書類は訓練の種類、施設の態様などに応じて適宜添付すること。 

  ア 社会保険適用除外申出書（様式２号－４）、雇用保険適用除外申出書（様式２号－５） 

  イ 法人登記簿謄本（写し）又はそれに類するもの 

  ウ 道税、消費税及び地方消費税に関する納税証明書 

  エ 道税納税義務除外申出書（様式２号-６） 

  オ 消費税及び地方消費税納税義務除外申出書（様式２号-７） 

  カ 使用ソフトウェア一覧表（様式３号－２）（パソコンを使用する場合） 

  キ 基本ソフトウェア使用ライセンス誓約書（様式３号－３）（パソコンを使用する場合） 

  ク ソフトウェアの使用許諾契約書等（写し）（パソコンを使用する場合） 

  ケ ソフトウェアライセンス証明書類未提出理由書（様式３号－４）（パソコンを使用する

場合） 

  コ 職業紹介の許可・届出を証明する書類（写し）（許可を受けている又は届出を提出して

いる場合） 

  サ 企業実習先名簿及び概要（企業実習訓練がある場合） 

  シ 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構が実施する「民間教育訓練機関における

職業訓練サービスガイドライン研修」の受講修了を確認できるもの。 

  ス 平成 30 年度より実施している「公的職業訓練に関する職業訓練サービスガイドライン適

合事業所認定」を受けている場合は、認定を確認できるもの。 

  セ 職場見学等実施計画書（介護分野・障害福祉分野の知識等習得コース訓練で職場見学等

を実施する場合） 

  ソ ＤＸ推進スキル標準対応コースを実施する場合 

   (ｱ) スキル項目・学習項目チェックシート 

   (ｲ) 学習項目に対応する訓練カリキュラムの該当箇所がわかる資料等の書類 

 (4) 委託業務の一部を再委託する予定の場合は、｢再委託する業務の範囲｣、｢再委託の理由・必

要性｣を記載した書類を提出すること。 

 (5) 職業紹介の許可・届出を証明する書類（写し）、法人登記簿謄本（写し）又はそれに類する

もの、納税証明書または納税義務除外申出書は、複数の企画提案書を提出する場合であっても、

一つの提出でよいこと。 

 (6) (1)の様式の添付書類及び(2)、(3)の添付書類は別の綴りにまとめて提出すること。 

また、これらの資料は、委託先機関の名称、代表者等に変更があった場合は速やかに変更後

の関係書類を再度学院あてに提出すること。 

 (7) 学院長が必要と認める場合において、別途必要な書類の提出を求める場合があること。 

 (8) 企画提案書確認のため、必要に応じて学院職員による実地調査を行う。 

     

５ その他 

 (1) 「委託訓練実施要領」、「障害者の態様に応じた多様な委託訓練実施要領」及び「ジョブカ

ード制度」を承知し、遵守すること。 

参考ページ：「マイジョブカード」https://www.job-card.mhlw.go.jp/ 

 (2) 本指示書に定めのない軽微なものについては、学院の指示に従うこと。 

   

 

 

 


